
代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

③
県
と
公
社
等
の
関
係
見
直
し

財政支出見
直し

宮崎市瀬頭二丁目５番２号所在地

令和7年度

ホームページ

県所管部・課

http://miyazaki-shigaku.com/

総合政策部
みやざき文化振興課

46.2%

　宮崎県内の私立学校（私立小学、中学、高等学校、私立幼稚園及び私立の専修学校・各種学校を含む。以下同
じ。）が、相互に連携・協調して私立学校教育の充実及び振興を図るための事業を行い、もって、本県の教育文
化の高揚に資することを目的とする。

令和6年度

各種事業の円滑な実施

（計画）
引き続き、公益法人会計基
準等法令に基づき、適正・的
確な事務処理を行う。

公益財団法人設立１０年を迎え、教
育研修事業の維持や増加する受託
事業について、各私学団体の役員
と私学振興会の運営に関する協議
を行った。

（計画）
昨年度に引き続き、各私学団体の役員と
今後の私学振興会の運営に関する協議を
行い、具体的な改善策を検討していく。
（実績）
昨年度に引き続き、各私学団体の役員と
今後の私学振興会の運営に関する協議を
行い、具体的な改善策を検討した。

（計画）
収入の増加、経費の削減に
積極的に取り組み、財務内
容の向上に努める。

私立学校退職金基金事業補助
金（幼稚園等）が、2,000千円増
額になった。

（計画）
少子化に伴い各私学団体の
予算規模の縮小が懸念され
るが、現時点の事業運営に
必要な組織体制を確保す
る。

引き続きホームページの有効活
用、適時の情報提供に努めた。

（計画）
ホームページを活用した適
時の情報提供に努める。

（計画）
会計監査人の設置に伴い、会計処理の適
正化を図るとともに、不正を防止するため
の内部監査体制の強化を図る。
（実績）
会計監査人の設置に伴い、会計処理の適
正化を図るとともに、不正を防止するため
の内部監査体制の強化を図った。

事務局に係る経費を各事業や各団体に
按分している現在の負担割合につい
て、設立当初とは状況が変化している
等の理由から、見直しの必要性を理事
会等を通じて説明を行った。

（計画）
私立学校退職金基金事業補助金（幼
稚園等）が、2,000千円増額予定。
（実績）
私立学校退職金基金事業補助金（幼
稚園等）が、2,000千円増額となった。

（計画）
ホームページを活用した適時の情報
提供に努める。
（実績）
引き続きホームページの有効活用、適
時の情報提供に努めた。

県職員（非常勤理事）の変更が
あった。

令和5年度

（計画）
私立学校退職金基金事業補
助金（幼稚園等）が、2,000千
円増額予定。

内容

①公社等のあり方
見直し

受託業務の業務量が増加する中、
これらの事務の合理化、効率化、ア
ウトソーシングの可能性について検
討を始めた。

ホームページによる情報
公開

財務改善

（計画）
今後の少子化に伴う生徒数の減少により、
各私学団体の予算規模が縮小することが
懸念される中、将来を見据えた事業運営
に必要な組織体制の検討を行う。
（実績）
今後の少子化に伴う生徒数の減少により、
各私学団体の予算規模が縮小することが
懸念される中、将来を見据えた事業運営
に必要な組織体制の検討を行った。

（計画）
引き続き、県退職者が常任
理事として新たに就任。

（計画）
県退職者（常勤理事）が任期満了予定
であるが、適正な運営を確保するた
め、引き続き県退職者を配置する予定
である。
（実績）
県退職者（常任理事）が任期満了。

②
公
社
等
の
経
営
見
直
し

管理経費の圧縮・削減

特記事項

概
　
　
　
要

電話番号

理事長　後藤　洋一

425,838総出資額

設立目的

名　称

昭和59年2月14日

公益財団法人宮崎県私学振興会

設立年月日

０９８５-２９-５２８８

196,755

（対象期間：令和6年4月1日～令和7年3月31日）
公社等経営評価シート令和7年度

（計画）
適正な負担金を検討するた
め、退職金運営委員会での
議論を踏まえ、安定した事業
運営を図る。

（計画）
退職金手当資金給付事業について、新た
に改正した資金運用規程及びその基準を
定めた同基準に従い、資金運用益の増加
に取り組む。
（実績）
退職金手当資金給付事業について、新た
に改正した資金運用規程及びその基準を
定めた同基準に従い、資金運用益の増加
に取り組んだ。

県退職者の配置検討

経営・事業
運営改善

適正かつ円滑な事業実
施

改
革
工
程

適正な補助金・財政支出
の継続

④情報公開推進

人的支援見
直し

事業内容に見合った組織
体制の構築

収益事業である受託事業で収
益を出すなど、収益を確保し、
事業の運営に寄与できる方法
の検討を始めた。

組織等適正
化



合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

11 1 1 11 1 1 9

1 0 1 1 0 1 0

10 1 0 10 1 0 9

4 0 1 6 0 1 5

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

0 0 0 0 0 0

83,987 86,147 88,147 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和6年度 令和7年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 85,847 87,847 補助金 

② 2,300 2,300 補助金 

③

④

⑤

令和7年度 令和8年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 99.2 104.4% 95.0 95.0

② 17.0 121.4% 14.0 14.0

③

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

719,852 615,401 703,086 5,961,401 5,989,255 5,995,027

720,983 615,313 702,181 123,102 124,573 138,707

-1,130 88 905 5,838,299 5,864,683 5,856,320

0 0 0 5,516,091 5,543,857 5,548,724

0 0 0 610 2,393 623

0 0 0 5,515,481 5,541,464 5,548,101

-1,130 88 905 445,310 445,398 446,303

20,602 19,472 19,560 425,838 425,838 425,838

19,472 19,560 20,465 425,838 425,838 425,838

0 0 0 0 0 0

425,838 425,838 425,838 19,472 19,560 20,465

425,838 425,838 425,838 5 55 104

445,310 445,398 446,303 0 0 0（うち特定資産への充当額）

　流動資産

　当期経常増減額

指定正味財産期末残高

　当期指定正味財産増減額

　流動負債

負債

指定正味財産期首残高

県
関
与
の
状
況

財
務
状
況

職員数

人
的
支
援

非常勤

3

9

常　勤

左記以外の者

　私立学校の設置者及び教職員の資質向上のための研修事業に
対し、研修事業経費の1/2以内で補助金を交付する。

その他の県からの支援等

令和6年度
指標名

県補助金

種別

一般正味財産期末残高

　固定資産

指標の設定に関する
留意事項

事業内容

14.0（件）

アンケートによる平均満足度(ポイ
ント）

活
動
指
標

実
施
事
業

　　　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　（千円）

主
な
県
財
政
支
出
の
内
容

　

　　経常費用

正味財産期末残高

（うち基本財産への充当額）

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

（うち基本財産への充当額）

　当期一般正味財産増減額

私立学校退職金基金事業補助金

私立学校教育研修補助金

①教育研修事業　　　　　　：　研修会の主催、全国団体等が主催する研修への派遣、県内の私学団体が実施する教育研修事業への補助
②魅力ある学校づくり事業　：　外国人講師招致助成・教育設備近代化促進助成
③退職手当資金給付事業　　：　退職手当に要する資金の給付
④事務受託事業　　　　　　：　県内の私学団体の事務受託
⑤融資斡旋事業　　　　　　：　施設設備に係る長期資金の斡旋、学校等運営に必要な短期資金の斡旋
⑥利子補給金補助事業　　　：　過去に実施した融資斡旋事業に係る利子補給

　退職手当資金の基金造成に対する補助を行うことにより、学
校法人の負担軽減、教職員の福利厚生の向上を図る。

役員数　

県交付金・負担金・
出資金

県職員人件費
（県支給分）

（人）

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

県借入金残高

　指定正味財産

　一般正味財産

研修参加者満足度

　　経常収益

算式（単位）

正味財産

目標値

事業名

（うち特定資産への充当額）

　固定負債

　　　　　　　　  貸借対照表　　  　　　　（千円）

　当期経常外増減額

一般正味財産期首残高

魅力ある学校づくり助成利
用件数

95.0

資産

　　経常外収益

　　経常外費用

（千円）

0

令和6年度

9

令和7年度

（千円）
財
政
支
出
等

県委託料



令和7年度 令和8年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

10.2 101.6% 10.0 10.0

※ 令和6年度 実績値の算式

25,460.3 122.8% 33,000.0 33,000.0

※ 令和6年度 実績値の算式

※ 令和6年度 実績値の算式

改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

　私学振興会の運営に関し、収支状況・業務内容・
組織体制等の観点から各私学団体の役員と協議を
行っており、積極的な見直しの姿勢が評価できる。
  活動内容については、社会情勢の変化等により教
育ニーズが多様化する中、学校設置者や教職員の
ニーズに沿った事業を実施しており、本県の私学教
育の質の向上に寄与している。
財務内容については、自己収入比率はようやく目標
値に届いた。また、管理費額については達成度が高
くなっているが、職員の減の影響が大きいので、引
き続き安定的な事業運営に向けて努力していく必要
がある。
  組織運営については、受託業務の業務量の増加を
踏まえた検討を行っており、一定の評価ができる。

目　標
達成度

評価 (Ａ.良好､Ｂほぼ

良好､Ｃやや課題あり、Ｄ
課題多い)

③

県所管部課
二次評価

　

指標名

直近の県監査
の状況

指標の設定に関する
留意事項

　教育研修事業及び魅力ある学校づくり事業に
ついては、私立学校の実態やニーズを踏まえて
実施することができた。退職手当資金給付事業
については、安定的な運用益を確保するため、
運用規程の一部改正やその基準の策定を行うこ
とができた。

公社等
自己評価

総
合
評
価

10.0

評価 (Ａ.良好､Ｂほ

ぼ良好､Ｃやや課題あり、
Ｄ課題多い)

財
務
指
標

（14,577+2,439+2,795+541+407+309+3,357+171+379+207+28+12+22+79+79+25+33）

②

(3,025千円+0千円+131千円)/{702,181千円-(577,185千円+93,926千円+0千円)}×100

給料手当、福利厚生費、通信運搬費ほか(千円）管理費額 33,000.0

(基本財産運用益＋自己収益＋自主事業収益)/経常費用計（退職手
当資金費、退職事業引当金繰入額及び退職給付費用を除く。）×
100(％)

目標値

①

令和6年度
算式（単位）

自己収入比率

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


